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【第 221 回国会】令和８年３月 10 日（火）、第４回の委員会が開かれました。 

 

１ 高等学校等就学支援金の支給に関する法律の一部を改正する法律案（内閣提出第８号） 

 ・松本文部科学大臣、高橋財務大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行い、質疑を終局しました。 

（質疑者）深澤陽一君（自民）、田中昌史君（自民）、浮島智子君（中道）、山崎正恭君（中道）、 

村上智信君（維新）、河井昭成君（国民）、西岡義高君（国民）、渡辺藍理君（参政）、 

河合道雄君（みらい） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

深澤陽一君（自民） 

 

高等学校等就学支援金の支給に関する法律の一部を改正する法律案について 

   ア 今回の高等学校等就学支援金制度の拡充に合わせて高校教育改革を行う趣旨 

   イ 高等学校等就学支援金制度が始まった経緯及び変遷並びに本法律案により目指す高校教育の在り

方 

   ウ 地方負担の導入について 

    ａ 都道府県が費用の４分の１を負担することとした理由 

    ｂ 租税特別措置の見直し等により地方負担分の財源が間違いなく確保できるか及び確保できなか

った場合に地方負担が発生するか否かの確認 

   エ 附則第５条に基づく検討において、支給対象者について我が国の学習指導要領に基づいた教育を

受けている等の条件も検討すべきという意見に対する松本文部科学大臣の見解 

   オ 「高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン）」（グランドデザイン）について 

    ａ グランドデザインに基づき都道府県が策定する実行計画に対する財政支援の仕組みを、国が責

任を持って構築する必要性 

    ｂ 公立高校の再編において、文部科学省が地理的アクセスの指標を作成し、都道府県内に高校が

バランスよく配置されるように取り組む必要性 

    ｃ ３年又は５年という期間で見直す必要性 

   カ 今回の制度改正に関する周知及び広報の方法 

 

田中昌史君（自民） 

 

高等学校等就学支援金の支給に関する法律の一部を改正する法律案について 

   ア グランドデザインにより目指す高校教育改革の方向性 

   イ 高校無償化などという言葉が独り歩きして、入学金などは対象になっていないことなど、今回の

制度改正の詳細が保護者らに十分理解されていないことを踏まえた生徒及び保護者に対する周知及

び広報の方法 

   ウ 専門高校について 

    ａ 生徒数や学科数の推移などの現状及び課題 

    ｂ 地域を支える人材育成という役割の重要性、地域連携や財政支援の必要性及び産業技術の急速

な進化に対応できる教育内容や指導力の向上等の課題への対応策 

   エ 外国籍生徒及び外国人学校の扱いの見直しの経緯及び今回の制度となった理由 

   オ グローバル人材の育成に関する国際交流の促進について 

    ａ 高校段階における留学生の受入れ等の国際交流の重要性についての松本文部科学大臣の認識及

び国際交流の促進に向けた取組 

    ｂ 海外留学を中断して日本に戻った生徒に対する学習支援 
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   カ 附則第５条に基づく検討の実施方法及び検討の際に存続すべき公立高校について生徒の学力や通

学等が考慮されるかどうかの確認 

   キ ネクストハイスクール構想について、学校の体制等の要因により、高校教育改革の成果が出にく

い学校に対する配慮 

 

浮島智子君（中道） 

 

（１） 令和８年度予算案及び予算関連法律案の審議日程について 

   ア 高市内閣総理大臣が、国会に対し、予算案及び予算関連法律案の早期成立に協力を求めているこ

とについての松本文部科学大臣の見解 

   イ 国民に見える形での十分な審議の実施及び高校無償化や中学校35人学級の年度当初の実現の両立

についての松本文部科学大臣の見解 

（２） 高等学校等就学支援金の支給に関する法律の一部を改正する法律案について 

   ア 授業料無償化に係る予算額について 

    ａ 現在、大阪府が独自に実施する高等学校の授業料無償化を全国で実施した場合に新たに必要と

なる予算額 

    ｂ 本法律案による高等学校等就学支援金の拡充のために新たに必要となる予算額 

   イ 高校生等奨学給付金の拡充について 

    ａ 令和８年度予算案における拡充に係る予算額 

    ｂ 支援額の更なる拡充及び国の負担割合の引上げの必要性についての松本文部科学大臣の認識 

   ウ 大阪府が独自に実施する高等学校の授業料無償化に係る文部科学省による検証の有無 

   エ 高等学校等就学支援金の支給方法について 

    ａ 学校の代理受領から個人への直接支給に変更した場合の利点及び懸念点 

    ｂ 実際に事務を行う各都道府県や私立学校から文部科学省に対して出されている意見 

   オ 授業料の便乗値上げを抑止する仕組みについて 

    ａ 検討状況 

    ｂ 関係者がより納得できる仕組みとすることが重要だとする意見に対する松本文部科学大臣の見

解 

   カ 高等学校等就学支援金の支給に係る外国籍の生徒の扱いについて 

    ａ 在留資格が家族滞在である中学校段階以降に入国した外国籍の生徒に対しても日本への定住が

見込まれる場合は予算事業等により支援を継続して実施すべきとの意見に対する松本文部科学大

臣の見解 

    ｂ 在留資格が家族滞在である外国籍の生徒が法律上の支援を受ける要件及び要件拡大に向けて取

り組む必要性 

   キ 中学校を卒業した後などに、ものづくりのマイスターを目指す若者に対する支援の検討状況 

   ク 附則第５条に基づく検討については、検証委員会の設置等が必要ではないかという意見に対する

松本文部科学大臣の見解 

   ケ 高校教育改革について、国のグランドデザインを踏まえて各都道府県が策定する実行計画に対し

て、文部科学省としても責任をもって指導助言を行う必要性 

   コ 「高等学校教育改革交付金（仮称）」等の質の高い高校教育の実現に向けた松本文部科学大臣の決

意 

 

山崎正恭君（中道） 

 

高等学校等就学支援金の支給に関する法律の一部を改正する法律案について 

   ア 附則第５条に基づく検討における、教育の質の評価に係る観点 
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   イ 統廃合や地理的アクセスの観点も含めた公立高校の減少の許容範囲 

   ウ 地方にある高校への配慮も含めて、国による高校再編のモデル提示を行う考えの有無 

   エ グランドデザインで示された改革先導拠点の３類型のバランスの取り方 

   オ 授業料の上限額を設けるキャップ制を採用しない理由 

   カ 新たな制度に係る事務手続きの準備状況 

   キ 学校事務のＤＸ化に関する補助事業の有無 

   ク 高等学校等就学支援金の支給年限について 

    ａ 通信制課程及び定時制課程に在籍する高校生に対する支給期間の上限 

    ｂ 特別な事情がある場合の支給期間の延長を検討すべきとの意見に対する松本文部科学大臣の見

解 

   ケ 新たな制度の対象外となる留学生への支援に関する検討の有無 

   コ 現中学２年生以下を含めた新たな制度の周知方法 

 

村上智信君（維新） 

 

高等学校等就学支援金の支給に関する法律の一部を改正する法律案について 

   ア 高等学校等就学支援金が生徒の保護者への直接給付ではなく高校の代理受領とされている理由 

   イ 私立高校の授業料引上げ 

    ａ 高等学校等就学支援金の支給上限の引上げに伴う授業料の引上げに対する文部科学省の見解 

    ｂ 授業料の引上げ分の望ましい使途及び使途に関する通知の発出予定 

   ウ 私立中学校の生徒の保護者に対する支援 

    ａ 高等学校等就学支援金制度と同様の制度が設けられていない理由 

    ｂ 事情があり私立中学校に進学する場合に、就学支援を行う必要性 

   エ 高等学校等就学支援金の支給に関する法律第３条第３項の政令で定める月数について、都道府県

が政令に反する条例を制定した場合の当該条例の効果 

   オ 外国の高校に通う日本人が、当該国の制度により授業料を免除される事例の有無 

   カ 制度改正の実効性を高めるための松本文部科学大臣の意気込み 

 

河井昭成君（国民） 

 

高等学校等就学支援金の支給に関する法律の一部を改正する法律案について 

   ア 今般の改正における高校授業料無償化が必要である背景及び目的 

   イ ＯＥＣＤ等主要国における高校授業料の負担の状況 

   ウ 持続性が求められる制度の性質を踏まえた恒久的な財源確保の必要性 

   エ 高校授業料無償化の財源として高校生の扶養控除が縮小される等の懸念があることを踏まえた同

控除の縮小や廃止を行わないことの確認 

   オ 義務教育段階等のほかの教育予算への影響 

    ａ 影響が出る懸念や改善の必要性等についての松本文部科学大臣の所見 

    ｂ 義務教育に必要な予算額を適切に見積もる必要性 

   カ 私立高校の生徒に対する就学支援金について 

    ａ 支援上限額引上げの根拠及び今後上限額の見直しを行う基準・根拠等 

    ｂ 授業料の便乗値上げの懸念を踏まえ、私立高校の経営の自主性を損ねることなく、適切な授業

料改定であることを示すことができる仕組みの必要性 

    ｃ 平均授業料を基にして支給上限額を決定していることの是非について検討を行う必要性 

   キ 公費の投入が増加することに伴う私立高校の特徴や役割の変化 

   ク 制度改正が公立高校に及ぼす影響の想定 
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   ケ 公立高校の志願倍率が下がることにより生徒の学力面に影響が出る懸念 

   コ 公立高校及び私立高校それぞれの生徒一人当たりの公費投入額及びその差額についての松本文部

科学大臣の認識 

   サ 私立高校と比較して見劣りする公立高校の設備の充実に向けた取組方針 

   シ 公立高校の魅力化について 

    ａ 文部科学省の取組方針 

    ｂ 優れた教員を増やす取組の重要性についての松本文部科学大臣の見解 

    ｃ 今の公立高校への公費投入が適切であるかを検証する仕組みの必要性 

 

西岡義高君（国民） 

 

高等学校等就学支援金の支給に関する法律の一部を改正する法律案について 

   ア 新たな制度における支給対象について 

    ａ 帰化した場合の受給資格を得るタイミング並びに将来永住する意思等の認定に係る判断の基準

及び方法等 

    ｂ 文部科学行政全般における厳格な国籍要件の適用方針の有無 

   イ 高校生等奨学給付金との関係について 

    ａ 財源となっている就学支援金の所得制限の撤廃を踏まえた今後の高校生等奨学給付金の財源確

保の方針 

    ｂ 今回の法改正による就学支援金の支給増に関する高所得世帯と低所得世帯との格差を埋めるた

めの低所得世帯に対する高校生等奨学給付金以外の具体的な施策の有無及び今後の支援の在り方 

   ウ 都道府県負担分の財源確保への配慮 

   エ 就学支援金の支給が対象となる生徒の居住地と通学先のどちらの都道府県からなされるかの確認 

   オ 新たな制度が地域間の格差に与える影響 

   カ 公立専門高校の強化の方向性並びに新たな制度による地域間格差及び専門高校に関する影響を検

証する必要性 

 

渡辺藍理君（参政） 

 

高等学校等就学支援金の支給に関する法律の一部を改正する法律案について 

   ア 本法律案の検討過程における政府内の議論及び都道府県教育委員会等の現場関係者の意見の反映

方法 

   イ 高校教育が社会において担う役割及び社会に提供する価値 

   ウ これからの高校教育において目指すべき教育内容及び学校像 

   エ グランドデザインについて 

    ａ 高校と大学又は専門学校との連携の位置付け 

    ｂ 地域の人材育成という観点から想定する施策 

    ｃ グランドデザインの効果検証を行うための具体的な評価指標 

    ｄ グランドデザインを踏まえて都道府県が実行計画を策定し、学校現場で仕組みが再構築される

までにかかる期間の見込み 

    ｅ 公立高校における制度設計等が十分に整理されないまま高等学校等就学支援金制度の拡大のみ

が先行することにより公立高校に生じる影響 

   オ 定員割れが進む地域の公立高校の教育環境を維持し、地域の人材育成を支えるための取組 

   カ 公立高校と私立高校の役割 

   キ 高等学校等就学支援金の支給対象者について 

    ａ 現行制度で支援対象とされている外国籍や外国人学校に通う生徒の範囲及び対象範囲の考え方 
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    ｂ 新たな制度で支援対象とすることが予定されている定住者のうち「将来永住する意思があると

認められた者」の具体的な認定基準、認定主体及び手続方法 

 

河合道雄君（みらい） 

 

高等学校等就学支援金の支給に関する法律の一部を改正する法律案について 

   ア 附則第５条に基づく検討における検討項目の決定方法及び検討項目に含まれるべき観点 

   イ 高校等の情報公開の重要性に対する松本文部科学大臣の認識及び情報公開の仕組みの検討方針 

   ウ 高校等における合理的配慮の推進について 

    ａ 重要性についての松本文部科学大臣の認識 

    ｂ 学校現場での進め方や事例等を教員にまでしっかりと周知するための文部科学省の取組 

   エ 高等学校等就学支援金の申請に用いられるシステム「e-Shien」の改善の進捗状況及び今後の方針 

   オ グランドデザインを踏まえた申請のデジタル化や利便性の向上についての松本文部科学大臣の見

解 

   カ 入学者選抜の方法において公立高校が私立高校に対して不利になる側面があることを踏まえ、公

立高校の入学者選抜において併願を可能とする仕組み等の活用を各都道府県がより一層推進するこ

とが必要との意見に対する松本文部科学大臣の見解 

 

２ 公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律の一部を改正する法律案（内閣提

出第９号） 

 ・松本文部科学大臣から趣旨の説明を聴取しました。 

 

 


